
市立函館高等学校の授業料免除要領 

 

 市立函館高等学校の授業料等徴収条例（平成２０年函館市条例第７０号）第

６条の規定に基づき市立函館高等学校授業料の免除の基準を下記のとおり定め

る。 

 

                 記 

 

１ 授業料の免除について 

  函館市教育委員会（以下「市教委」という。）は，生徒の家庭が次の各号 

 のいずれかに該当する場合は，当該生徒の授業料を免除することができる。 

 (1) 地震，水害，台風，冷害等の災害または火災等に遭い，授業料の納付が 

  困難となった場合 

 (2) 生徒の保護者または保護者に代わって生徒を扶養している者が自動車事 

  故により死亡し，または自動車損害賠償補償法施行令（昭和３０年政令第 

  ２８６号）別表の第１級から第３級までの後遺障害に該当し，授業料の納 

  付が困難となった場合 

 (3) その他特別の理由により授業料の納付が困難となった場合 

２ 免除の基準について 

 (1) 前項第１号または第３号の規定において，授業料の納付が困難となった 

  場合とは，生徒の家庭が次の各号のいずれかに該当する場合とする。 

  ア 年間総収入（賃金，給与，諸手当，失業給付，恩給，年金，利息収入 

   等の合計額）が，年間生活所要額［年間生活基本額（別記１），教育費 

   所要額（別記２），医療費および災害復旧のために要する経費の合計額 

   をいう。］を下回る場合 

  イ 事業所得者にあっては，地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第   

   ２９２条に規定する市町村民税の所得割が課税されない場合      

 (2) 前項第２号において，授業料の納付が困難となった場合とは，次の各号 

  のいずれかに該当する場合とする。                  

  ア 生徒が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定

する要保護者であり，現に保護を受けていない場合 

  イ 生徒が所得税法（昭和４０年法律第３３号）の規定により所得税を納 



   付しないこととなる場合で，その者を扶養する者がいないときまたは生 

   徒を扶養する者が所得税法の規定により所得税を納付しないこととなる 

   とき。 

  ウ 生徒または生徒を扶養する者が地方税法の規定により市町村民税を納 

   付してない場合または市町村民税の均等割のみ納付している場合 

  エ 生徒を扶養する者が国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）の規定 

   により国民年金の保険料の納付を免除されている場合 

  オ 生徒と同一生計に属する者が児童扶養手当法（昭和３６年法律第238  

   号）の規定により児童扶養手当の支給を受けている場合 

  カ 生徒と同一生計に属する者が就学困難な児童および生徒に係る就学奨 

   励についての国の援助に関する法律（昭和３１年法律第４０号）の規定 

   により市町村から就学援助を受けている場合 

３ 免除の申請手続について                       

 (1) 授業料の免除を受けようとする者は，毎年４月２５日までに授業料免除 

  申請書（様式１）を学校に提出しなければならない。 

   ただし，学年の中途で免除の事由が生じた場合は，その都度申請するこ 

  とができるものとする。 

 (2) 前項の申請書には，家庭状況申出書（様式２）および次表に定める免除 

  を受けようとする事由を証明する書類を添えなければならない。 

 

免除事由 添   付   書   類 

 ２の(1) のア  ・源泉徴収票（年末調整後のもの），給与支払者の発行す 

  る給与証明書，市町村長の証明する所得証明書または年 

  金，恩給若しくは失業給付の証書の写し 

 ・世帯に療養を要する者がいる場合は医療費支払いの領収 

  書または支払証明書 

 ・災害に係るり災証明書，災害復旧に要する見積書等 

 ・その他市長が特に必要と認める書類 

 ２の(1) のイ   市町村民税徴収税額通知書の写しまたは市町村長が発行 

  する非課税証明書若しくは課税証明書 



免除事由 添   付   書   類 

 ２の(2) のア   市町村または福祉事務所が発行する要保護者であること

  を証明する書類 

 ２の(2) のイ   源泉徴収票（年末調整後のもの）または税務署長が発行

  する納税（非課税）証明書 

 ２の(2) のウ   市町村民税徴収税額通知書または市町村長が発行する非

  課税証明書若しくは課税証明書 

 ２の(2) のエ   社会保険事務所長が発行する免除通知書の写し 

 ２の(2) のオ   児童扶養手当証書の写し 

 ２の(2) のカ   市町村教育委員会が発行する就学援助の決定通知書また

  は就学援助を受けていることを証する書類 

 

 (3) 前項に定めるもののほか，２の(2) の各号に規定する事由で新規に免除 

  申請する場合には，交通事故による死亡証明（様式３）または交通事故に 

  よる後遺障害の証明（様式４）を添付することとする。 

 (4) 免除申請書に添付する書類のうち，証明書発行時期等の関係で時間を要 

  する場合には，適宜市教委の判断により措置を講ずることができるものと 

  する。 

４ 免除の決定について 

 (1) 免除の決定については，会計年度毎に市教委が行うものとする。 

 (2) 授業料の免除を決定したときは，市教委は授業料免除承認通知書（様式 

  －Ａ）により申請者に通知する。 

 (3) 授業料を免除しなかったときは，市教委は申請者に対し免除しない理由 

  を記載した文書により通知しなければならない。 

５ 免除の取り消しについて 

 (1) 授業料を免除されている者は，その免除の事由が消滅したときは，速や 

  かに学校に申し出なければならない。        

 (2) 市教委は，前項による申出があったときおよび授業料を免除されている 

  者でその免除の事由が消滅したと認められるときは，これを取り消し，授 

  業料免除取消通知書（様式－Ｂ）により申請者に通知する。 



６ 免除者判定調書について 

  学校は，市立函館高等学校授業料免除者判定調書（様式－Ⅰ）により作成

する。 

７ 免除の始期について 

  免除の始期は，学校において免除申請書を受理した日の属する月からと 

 する。 

８ 免除の期間について 

  免除の期間は，当該免除の事由が継続する間（災害による場合は１年以

内）とし，会計年度毎に市教委が必要と認める期間とする。 

９ その他   

  授業料の免除に関し，この要領により難いときは，市教委と協議するもの 

 とする。 

 

  附 則                               

この要領は，昭和６３年４月１日より適用する。              

  附 則                               

改正後の要領は，平成元年４月１日より適用する。             

  附 則                               

改正後の要領は，平成２年４月１日より適用する。             

  附 則                               

改正後の要領は，平成３年４月１日より適用する。             

  附 則                               

改正後の要領は，平成４年４月１日より適用する。             

  附 則                               

改正後の要領は，平成５年４月１日より適用する。             

  附 則                               

改正後の要領は，平成６年４月１日より適用する。             

  附 則                               

改正後の要領は，平成７年４月１日より適用する。             

  附 則                               

改正後の要領は，平成８年４月１日より適用する。             

   



附 則                               

改正後の要領は，平成９年４月１日より適用する。             

  附 則                               

改正後の要領は，平成１０年４月１日より適用する。            

  附 則                               

改正後の要領は，平成１１年４月１日より適用する。            

  附 則                               

改正後の要領は，平成１２年４月１日より適用する。            

  附 則                               

改正後の要領は，平成１３年４月１日より適用する。            

  附 則                               

改正後の要領は，平成１４年４月１日より適用する。            

  附 則                               

改正後の要領は，平成１５年４月１日より適用する。            

  附 則                               

改正後の要領は，平成１６年４月１日より適用する。            

  附 則 

改正後の要領は，平成１７年４月１日より適用する。 

  附 則 

改正後の要領は，平成１８年４月１日より適用する。 

  附 則 

改正後の要領は，平成２０年４月１日より適用する。 

  附 則 

改正後の要領は，平成２１年４月１日より適用する。 

附 則 

改正後の要領は，平成２１年７月１日より適用する。 

 

 

 

 

 

 



別 記 １ 

年 間 生 活 基 本 額 

 

                         （単位：円） 

 

家族構成 年間生活基本額 

    １  人    ２，１３４，４７３ 

    ２  人    ２，６６８，８６３ 

    ３  人    ３，２０４，６９３ 

    ４  人    ３，６９９，２８３ 

  ５人以上１人増ごと      ４６３，３３０ 

 

 

別 記 ２ 

       教 育 費 所 要 額（１人当たり年額） 

                                    

                           （単位：円） 

 

区   分 小 学 生 
中学生及び中等教育学

校の前期課程の生徒 

高校生（専攻科の生徒を除く。）及び

中等教育学校の後期課程の生徒 

１人当たり所要額 １１０，３２０  １８４，８１０   ２０７，５８４

※ 高等学校入学に当たり，入学料及び入学検定料を要した場合は，市立函館高等

学校の授業料等徴収条例（平成２０年函館市条例第７０号）に定める額を限度と

して加算する。ただし，編入学等による場合は，この限りではない。 



様式－Ａ                              

  

        授 業 料 免 除 承 認 通 知 書 

 

 

 

                    市立函館高等学校 

                    全日制課程普通科  年次  組 

                     氏 名 

 

 

 市立函館高等学校の授業料等徴収条例第６条の規定により，平成 年度 月か

ら 月までの授業料を免除します。 

 なお，免除事由が消滅した場合は速やかに申し出てください。 

 

 

                   平成  年  月   日   

 

                      函館市長   

 

 



様式－Ｂ 

        授 業 料 免 除 取 消 通 知 書 

 

 

                   市立函館高等学校 

                   全日制課程普通科  年次  組  

                    氏 名             

 

 

 市立函館高等学校の授業料等徴収条例第６条の規定により，平成  年度  

月から  月までの授業料を免除していましたが，その事由が消滅したので，

  月から免除を取り消します。 

 

 

                   平成  年  月  日    

 

                      函館市長  

 



 
市立函館高等学校授業料免除者判定調書 

様式－Ⅰ (市立函館高等学校)                                                                                                  (平成   年  月分) 

                                                                           

  番             号            

  生  徒   氏  名           

              

  課             程             
  学             年            
  基 準 適 用 区 分            
1-災,2-交,3-他(生活困窮等)            
※ 災・・・災害または火災等，交・・・交通遺児，他・・・その他 

  家  族  数           

年   基準生活費     

間   医  療  費           

生   災害復旧経費           

活   小学 人  数           

所   生 所要額     

要 教 中学 

生 

人  数           

額 育 所要額     

  費 高校 

生 

人  数           

    所要額     

    計 所要額     

    合  計  Ａ     

  

年 給  与  収 入     

間  年 金 等 収 入     

   事  業  所  得     

収  その他の収  入     

入 合  計  Ｂ     

  Ａ－Ｂ       

  

   免 除 の 可 否           

免 除 期 間           

備   考           


